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充当事業一覧

狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 １ 号）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

光熱水費(電気料)増額補正一覧

令　和　４　年　第　３　回　定　例　会　補　正　予　算

（第 ５ 号）

（第 １ 号）

一 般 会 計 補 正 予 算

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 １ 号）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 １ 号）

介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算
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◇　一　般　会　計 （第５号）

補正前予算額 113,001,033千円に 854,263千円 を追加し、

総額 113,855,296千円 とする。

◎　歳　入

○ 国庫支出金 千円

・低所得者介護保険料軽減負担金（過年度分） 306 千円

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金追加 243,780 千円

・新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金追加 1,139 千円

・障害者総合支援事業費補助金 357 千円

・集約都市形成支援事業費補助金追加 3,000 千円

○ 県支出金 千円

・低所得者介護保険料軽減負担金（過年度分） 153 千円

・保育対策総合支援事業費補助金 24,149 千円

・新規就農総合支援事業費補助金追加 9,375 千円

○ 繰入金 千円

・財政調整基金繰入金減 △ 22,620 千円

　既計上額 5,023,213千円

・マチごとエコタウン推進基金繰入金追加 10,000 千円

・介護保険特別会計繰入金 226,164 千円

・後期高齢者医療特別会計繰入金 12,201 千円

○ 諸収入 千円

・過年度分埼玉県後期高齢者医療療養給付費負担金 175,530 千円

精算受入金追加

・二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金減 △ 10,000 千円

・過年度分埼玉西部消防組合負担金返還金受入金 167,162 千円

・公共施設電気使用料等受入金追加 667 千円

○ 市債 千円

・学校給食施設整備事業債追加 12,900 千円

854,263 千円

225,745

議案第53～57号資料

令 和 ４ 年 度  補 正 予 算 概 要

248,582

歳入合計

33,677

333,359

12,900
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◎　歳　出

○ 総務費 80,519 千円

◎対話支援システム導入事業 7,564 千円

◎中富南コミュニティセンター受水槽給水加圧ポンプ修繕事業 2,530 千円

・通信運搬費追加（資産税賦課事務費） 760 千円

◎住民異動受付支援システム構築事業 69,665 千円

○ 民生費 294,416 千円

◎対話支援システム導入事業 2,558 千円

◎福祉総合システム（障害福祉システム）改修事業 358 千円

（福祉部所管分）

◎生活困窮者自立支援金支給事業 1,139 千円

◎過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金 22,204 千円

（住民税非課税世帯等分）返還金

◎補助金等返還金 324 千円

・介護保険特別会計へ繰出（事務費分）追加 6,015 千円

◎介護保険特別会計繰出金（低所得者介護保険料軽減分） 614 千円

・後期高齢者医療特別会計へ繰出（事務費分）追加 1,213 千円

・国民健康保険特別会計へ繰出（事務費分）追加 1,617 千円

◎過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金返還金 221,793 千円

◎保育所等感染症対策改修整備等事業 36,224 千円

◎福祉総合システム（障害福祉システム）改修事業 357 千円

（こども未来部所管分）

○ 衛生費 96,148 千円

◎新型コロナウイルス感染症における自宅療養者支援事業 86,067 千円

・光熱水費（ガス代）追加（保健センター施設管理費） 3,596 千円

◎対話支援システム導入事業 2,830 千円

◎持続可能なマチづくり調査研究事業 1,089 千円

◎市民健康管理支援システム改修事業（母子保健事業対応） 2,443 千円

・光熱水費（ガス代）追加（収集管理事業費） 123 千円

○ 農林水産業費 187,118 千円

◎物価高騰に負けるな 所沢市農業者支援事業 177,743 千円

（所沢元気回復プロジェクト）

◎経営開始資金事業 9,375 千円

歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。
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○ 土木費 2,095 千円

◎立地適正化計画策定事業 2,000 千円

・狭山ケ丘土地区画整理特別会計へ繰出追加 95 千円

○ 教育費 29,923 千円

◎中学校夜間学級教育費負担事業 300 千円

◎教育ネットワークシステム更新に伴う電源設備整備事業 12,375 千円

◎清進小学校給食室食器消毒保管庫更新事業 17,248 千円

＜光熱水費＞ 164,044 千円

・光熱水費（電気料）追加 千円

854,263 千円

◎債務負担行為の補正（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

○ 追加　

◎指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立児童クラブ31施設）（事業概要調書は26ページ）

期 　間 令和5年度から令和7年度まで

限度額 66,264千円

◎指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立まつば児童館・やなぎ児童館・ひかり児童館）

（事業概要調書は27ページ）

期 　間 令和5年度から令和9年度まで

限度額 494,255千円

◎東部クリーンセンター長期包括運営業務委託料（事業概要調書は31ページ）

期 　間 令和5年度から令和17年度まで

限度額 2,007,787千円

◎乗合ワゴン(ところワゴン)実証運行事業(富岡地区)に対する損失補償（事業概要調書は34ページ）

期 　間 令和5年度まで

限度額 17,795千円

○ 変更

◎放課後児童健全育成事業委託料（事業概要調書は25ページ）

　　補正前 期 　間 令和5年度まで

限度額 107,220千円

　　補正後 期 　間 令和5年度まで

限度額 130,921千円

歳出合計

164,044
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◇　狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 （第１号）

補正前予算額 213,000千円に 95千円を追加し、

総額 213,095千円とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 95 千円

・一般会計繰入金追加 95 千円

95 千円

◎　歳　出

○ 総務費 95 千円

・光熱水費（電気料）追加 95 千円

95 千円

◎継続費の補正 年割額の変更

歳入合計

歳出合計
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◇　国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 （第１号）

補正前予算額 31,916,000千円に 553,779千円を追加し、

総額 32,469,779千円とする。

◎　歳　入

○ 県支出金 5,200 千円

・保険給付費等交付金（特別交付金）追加 5,200 千円

○ 繰入金 1,617 千円

・事務費繰入金追加 1,617 千円

○ 繰越金 546,962 千円

・前年度繰越金追加 546,962 千円

553,779 千円

◎　歳　出

○ 総務費 1,617 千円

◎対話支援システム導入事業 1,617 千円

○ 保険給付費 5,200 千円

◎傷病手当金支給事業 5,200 千円

○ 基金積立金 546,962 千円

◎国民健康保険財政調整基金積立金 546,962 千円

553,779 千円

歳入合計

歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

歳出合計
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◇　介 護 保 険 特 別 会 計 （第１号）

補正前予算額 26,785,000千円に 1,544,548千円を追加し、

総額 28,329,548千円とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 6,629 千円

・事務費繰入金追加 6,015 千円

・低所得者介護保険料軽減繰入金　過年度分 614 千円

○ 繰越金 1,537,919 千円

・前年度繰越金追加 1,537,919 千円

1,544,548 千円

◎　歳　出

○ 総務費 6,015 千円

◎介護保険システム保守委託事業 5,610 千円

　　　　　　　　　　　　（介護保険システム改修事業の一環）

◎対話支援システム導入事業 405 千円

○ 基金積立金 743,428 千円

◎保険給付費準備基金積立金 743,428 千円

○ 諸支出金 795,105 千円

◎補助金等返還金 568,941 千円

◎一般会計繰出金 226,164 千円

1,544,548 千円歳出合計

歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

歳入合計
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◇　後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 （第１号）

補正前予算額 5,625,000千円に 20,621千円を追加し、

総額 5,645,621千円とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 1,213 千円

・事務費繰入金追加 1,213 千円

○ 繰越金 19,408 千円

・前年度繰越金追加 19,408 千円

20,621 千円

◎　歳　出

○ 総務費 1,213 千円

◎対話支援システム導入事業 1,213 千円

○ 後期高齢者医療広域連合納付金 7,207 千円

◎保険料納付金 7,207 千円

○ 諸支出金 12,201 千円

◎一般会計繰出金 12,201 千円

20,621 千円

歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

歳出合計

歳入合計
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（単位：千円）

   予   算   額

会　　　計　　　名 補正前 補正後 比　　　較 備　　　　考

一 般 会 計 113,001,033 113,855,296 854,263

狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 213,000 213,095 95

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 31,916,000 32,469,779 553,779

介 護 保 険 特 別 会 計 26,785,000 28,329,548 1,544,548

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 5,625,000 5,645,621 20,621

 ○令和４年度　補正予算比較表

-
 
9
 
-



款 主 な 事 業 内 容
事　業　費

（千円）
担 当 課

事業概
要調書
ページ

総務費 対話支援システム導入事業 7,564
市民税課・資産税課・収税課・地域
づくり推進課・市民相談課・市民課

13

中富南コミュニティセンター受水槽給水加圧ポンプ修繕事業 2,530 地域づくり推進課 15

住民異動受付支援システム構築事業 69,665 市民課 16

民生費 対話支援システム導入事業 2,558
市民課・障害福祉課・高齢者支
援課・こども福祉課

13

過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金(住民税非課税世帯等分)返還金 22,204 福祉総務課 17

生活困窮者自立支援金支給事業 1,139 生活福祉課 18

福祉総合システム（障害福祉システム）改修事業（福祉部所管分） 358 障害福祉課 19

補助金等返還金 324 介護保険課 20

介護保険特別会計繰出金（低所得者介護保険料軽減分） 614 　　〃 21

保育所等感染症対策改修整備等事業 36,224 こども政策課 22

過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金返還金 221,793 こども支援課 23

福祉総合システム（障害福祉システム）改修事業（こども未来部所管分） 357 こども福祉課 24

放課後児童健全育成事業（民設民営児童クラブ） － 青少年課 25

児童クラブ運営事業 － 　　〃 26

指定管理者の指定事業（児童館運営事業の一環） － 　　〃 27

衛生費 新型コロナウイルス感染症における自宅療養者支援事業 86,067 保健医療課 28

対話支援システム導入事業 2,830 健康管理課 13

市民健康管理支援システム改修事業（母子保健事業対応） 2,443 健康づくり支援課 29

持続可能なマチづくり調査研究事業 1,089 マチごとエコタウン推進課 30

東部クリーンセンター長期包括運営業務委託に係る家庭ごみ等受入業務追加事業 － 東部クリーンセンター 31

農林水産業費 物価高騰に負けるな 所沢市農業者支援事業（所沢元気回復プロジェクト） 177,743 農業振興課 32

経営開始資金事業 9,375 　　〃 33

令和４年度　補正予算（一般会計）主な事業内容

-
 
1
0
 
-



款 主 な 事 業 内 容
事　業　費

（千円）
担 当 課

事業概
要調書
ページ

土木費 地域循環乗合ワゴン（ところワゴン）実証運行事業 － 都市計画課 34

立地適正化計画策定事業 2,000 　　〃 35

教育費 中学校夜間学級教育費負担事業 300 学校教育課 36

清進小学校給食室食器消毒保管庫更新事業 17,248 保健給食課 37

教育ネットワークシステム更新に伴う電源設備整備事業 12,375 教育センター 38

令和４年度　補正予算（一般会計）主な事業内容

-
 
1
1
 
-



会 計 主 な 事 業 内 容
事　業　費

（千円）
担 当 課

事業概
要調書
ページ

国民健康保険特別会計 対話支援システム導入事業 1,617 国民健康保険課 39

傷病手当金支給事業 5,200 　　〃 40

国民健康保険財政調整基金積立金 546,962 　　〃 41

介護保険特別会計 対話支援システム導入事業 405 介護保険課 42

介護保険システム保守委託事業（介護保険システム改修事業の一環） 5,610 　　〃 43

保険給付費準備基金積立金 743,428 　　〃 44

補助金等返還金 568,941 　　〃 45

一般会計繰出金 226,164 　　〃 46

後期高齢者医療特別会計 対話支援システム導入事業 1,213 国民健康保険課 47

保険料納付金 7,207 　　〃 48

一般会計繰出金 12,201 　　〃 49

令和４年度　補正予算（特別会計）主な事業内容

-
 
1
2
 
-



款 項 目 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 12,952
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

11,030

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

別紙のとおり 12,952

科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

11,030
根拠法令等 ―

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

事業名 対話支援システム導入事業
なし

事業費総額 １２,９５２ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

入間市では、令和3年4月に運用開始（市民課、障害者支援課、国保医療課、
介護保険課等）しており、東京都豊島区及び福岡県福岡市においても同様の事
業を行っている。

コロナ禍においては、感染対策としてマスクの着用や窓口における身体的距
離の確保などで、高齢者や障害者には日常的に会話が聞き取りづらい環境下に
ある。

本事業は、窓口手続など、市民との円滑なコミュニケーションを支援するた
め、音声をクリアにする指向性の高い対話支援システムを導入し、市民サービ
スの向上につなげるものである。
（国補助：補助率　定額）

【実施概要】
　〇卓上型対話支援システムの導入（1セット：マイク、可動式スピーカーで、
　　対話には2セット必要）
　　・Aタイプ：市民課 外8課 （183,750円×60セット×消費税）
  　・Bタイプ：市民相談課　 （128,700円× 2セット×消費税)
  　・Cタイプ：障害福祉課　 （242,800円× 2セット×消費税）

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 財務部・市民部・福祉部・こども未来部・健康推進部

説明

-
 
1
3
 
-



事業概要調書別紙

④事業費及びその財源等

一般会計

所属 会計区分 款 項 目 節 細節 細節名称 予算額（千円） 備考 内訳 計（円）

市民税課 01一般会計 2 2 2 01 市民税等賦課事務費 17 01 庁用備品費 405 1窓口 183,750円× 2セット×消費税 404,250

資産税課 01一般会計 2 2 2 02 資産税賦課事務費 17 01 庁用備品費 405 1窓口 183,750円× 2セット×消費税 404,250

収税課 01一般会計 2 2 2 03 徴収事務費 17 01 庁用備品費 405 1窓口 183,750円× 2セット×消費税 404,250

地域づくり推進課（狭
山ケ丘コミュニティセ
ンター）

01一般会計 2 1 8 04
狭山ケ丘コミュニ
ティセンター費 17 01 庁用備品費 405 1窓口 183,750円× 2セット×消費税 404,250

市民相談課 01一般会計 2 1 13 01 市民相談費 17 01 庁用備品費 688
1窓口、1相
談室

183,750円× 2セット×消費税
128,700円× 2セット×消費税

687,390

市民課 01一般会計 2 3 1 02
戸籍住民基本台帳事
務費 17 01 庁用備品費 4,851 12窓口 183,750円×24セット×消費税 4,851,000

市民課（所沢市パス
ポートセンター） 01一般会計 2 3 1 03 旅券事務費 17 01 庁用備品費 405 1窓口 183,750円× 2セット×消費税 404,250

市民課（国民年金） 01一般会計 3 1 3 02 国民年金事務費 17 01 庁用備品費 1,213 3窓口 183,750円× 6セット×消費税 1,212,750

障害福祉課 01一般会計 3 1 1 07 障害福祉総務費 17 01 庁用備品費 535 1窓口 242,800円× 2セット×消費税 534,160

高齢者支援課 01一般会計 3 1 2 04 老人援護対策費 17 01 庁用備品費 405 1窓口 183,750円× 2セット×消費税 404,250

こども福祉課 01一般会計 3 2 1 10 障害児福祉費 17 01 庁用備品費 405 1窓口 183,750円× 2セット×消費税 404,250

健康管理課 01一般会計 4 1 1 06
保健センター施設管
理費 17 01 庁用備品費 2,830 7窓口 183,750円×14セット×消費税 2,829,750

合計 12,952
31窓口1相
談室 64セット

説明

-
 
1
4
 
-



款 項 目 06 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、必要に応じて施設の修繕を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　地域づくり推進課

2 1 8 説明 中富南コミュニティセンター費

事業名 中富南コミュニティセンター受水槽給水加圧ポンプ修繕事業
なし

事業費総額 ２,５３０ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 地域づくり

基
本
方
針

地域コミュニティの支援
コード 112

根拠法令等 所沢市コミュニティセンター条例

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

中富南コミュニティセンターの受水槽給水加圧ポンプに、機器の不具合が発
生し応急対応を行ったが、本設備は、当該施設及び併設しているひかり児童館
に水道水を供給するため、安定的な稼働が必要な設備であることから、交換修
繕を実施するものである。

　
＜実施スケジュール＞
　・令和4年10月：入札、契約
　・令和5年 2月：ポンプ納品、修繕（休館1日）

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 06 修繕料（施設） 2,530

計 2,530
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入
歳出

-
 
1
5
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　志木市及び東京都渋谷区において、同様の事業を実施している。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　市民課

2 3 1 説明 戸籍住民基本台帳事務費

事業名 住民異動受付支援システム構築事業
なし

事業費総額 ６９,６６５ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 住民基本台帳法、所沢市印鑑条例等

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

60,000

本事業は、転入・転出をはじめとする各種住民異動届出及び異動に伴い必要
となる庁内の各種手続について、届出人が持参した書類に記載された情報や市
が保有する情報を活用し、申請書類をシステム上で作成できるようにすること
で、各種届出に係る1人当たりの所要時間の短縮、記載台の縮小に伴う待合ス
ペース拡充を実現し、密接・密集を回避するとともに、届出人が何度も同じ情
報を記載する手間を省く、いわゆる「書かない窓口」を実現するためのシステ
ムを構築するものである。
（国補助：補助率　定額）

【実施概要】
　・構築期間：令和4年10月から令和5年2月まで
　・機器内訳：端末10台、タブレット30台、スキャナ31台、プリンター36台

計 60,000

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 10 事務機器等保守委託料 43

12 93 住民異動受付支援システム構築委託料 39,272

13 38 住民異動受付支援システム利用料 439

17 01 庁用備品費 29,911

計 69,665
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入
歳出

-
 
1
6
 
-



款 項 目 16 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 22,204
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 61
過年度分子育て世帯等臨時特別支援
事業費補助金（非課税）返還金

22,204

子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金として、住民税非課税世帯等に対す
る臨時特別給付金の事業費が交付されたが、令和3年度分の精算を行ったとこ
ろ、概算交付済額が所要額を上回っていたため、国庫に返還するものである。

【返還額積算内訳】
　子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金　　　2,327,646,000円
　（住民税非課税世帯等分）
　所要額　　　　　　　　　　　　　　　－）　2,305,442,482円
　返還金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 22,203,518円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

地域福祉

基
本
方
針

安心・安全に地域で生活で
きる環境づくりコード 123

根拠法令等 令和4年度子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金交付要綱（国）

事業名
過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金（住民税非課税世帯
等分）返還金

なし

事業費総額 ２２,２０４ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節

他の自治体においても、前年度決算に基づき精算を行い、必要に応じて返還
を行っている。

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　福祉総務課

3 1 1 説明 住民税非課税世帯等臨時特別給付金費

-
 
1
7
 
-



款 項 目 13 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　他の自治体においても、同様の対応を行っている。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

1,139
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

計

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 55 生活困窮者自立支援金受付業務委託料 1,139

1,139計

123

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

人と人との絆
を紡ぐまち

予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
セーフティネット強化交付
金

1,139

基
本
方
針

安心・安全に地域で生活で
きる環境づくり

新型コロナウイルス感染症による影響の長期化に伴い、緊急小口資金等の特
例貸付を利用できない世帯で、一定の要件を満たす世帯に対し、令和3年7月か
ら「新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金」を支給している。

令和4年8月9日付け厚生労働省通知「新型コロナウィルス感染症生活困窮者自
立支援金について」の一部改正がなされ、申請期間が令和4年8月末から9月末へ
延長されたことにより、当該事業の委託期間を延長する必要が生じたことか
ら、不足額について増額するものである。
（国補助：補助率10/10）

【実施概要】
　・委託期間：11月末→12月末（申請受付後3か月間）
　・見込数　：約810世帯→約840世帯

　　年度末見込　　　　　　  127,193,000円
　　予算現額　　　　　－）  126,054,000円
　　補正額　　　　　　  　　  1,139,000円

  ※委託料以外の諸経費については、既決予算の範囲内で執行可能である。
　

コード

生活困窮者自立促進支援事業費

根拠法令等
新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給要領（国）
等

事業名 生活困窮者自立支援金支給事業

事業費総額 １,１３９ 千円

総合計画の体系
章 節 地域福祉

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　生活福祉課

3 1 1 説明

-
 
1
8
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　他の自治体においても、同様の改修を実施する予定である。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

歳入

なし

歳出

計 358
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

179

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 61 福祉総合システム改修委託料 358

本事業は、令和5年4月稼働予定の厚生労働省が構築を進める障害福祉データ
ベースに対応するため、福祉総合システムを改修するものである。

障害福祉データベースは、匿名化された障害者の障害の状態と障害福祉サー
ビスの利用状況をデータ収集し分析することにより、今後の制度改正や事業者
に支払う報酬の改定などに反映させるものである。
（国補助：補助率1/2）
　
【改修概要】
　・障害福祉データベースに対応したインターフェースの変更

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
障害者総合支援事業費補助
金

179

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、
児童福祉法

事業名 福祉総合システム（障害福祉システム）改修事業（福祉部所管分）
なし

事業費総額 ３５８ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 障害者支援費

-
 
1
9
 
-



款 項 目 06 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 324
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 67
過年度分介護保険低所得者利用者負
担軽減県補助金返還金

324

介護保険低所得者利用者負担軽減県補助金について、令和3年度決算に基づき
精算を行い、所要額を超過した金額を返還するものである。

【返還額積算内訳】
　交付済額　　　　　　　　　　　　324,000円
　所要額　　　　　　　　　　　　　　　　0円
　返還金　　　　　　　　　　　　　324,000円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

高齢者福祉

基
本
方
針

介護保険制度の安定的な運
営コード 144

根拠法令等 介護保険法、埼玉県介護保険事業費補助金交付要綱

事業名 補助金等返還金
なし

事業費総額 ３２４ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節

県内の他の自治体においても、前年度決算に基づき精算を行い、必要に応じ
て返還を行っている。

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　介護保険課

3 1 2 説明 介護保険利用者支援事業費

-
 
2
0
 
-



款 項 目 07 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 614
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

459

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

27 36
介護保険特別会計へ繰出（低所得者
介護保険料軽減分）（過年度分）

614

介護保険財政の保険料負担分のうち低所得者の保険料軽減に要する費用につ
いて、令和3年度決算に基づき精算を行い、所要額に不足する額を介護保険特別
会計への繰出しにより充当するものである。
（国・県負担：負担率　国1/2、県1/4）

【繰出金積算内訳】
　国負担分　　　　　　　　　　　　　　　　　　306,650円
　県負担分　　　　　　　　　　　　　　　　　　153,325円
　市負担分　　　　　　　　　　　　　　　　　　153.325円
　合　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　613,300円

　介護保険特別会計へ繰出（千円未満切上げ）　　614,000円

17 県支出金
低所得者介護保険料軽減負
担金（過年度分）

153

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
低所得者介護保険料軽減負
担金（過年度分）

306

高齢者福祉

基
本
方
針

介護保険制度の安定的な運
営コード 144

根拠法令等 介護保険法

事業名 介護保険特別会計繰出金（低所得者介護保険料軽減分）
なし

事業費総額 ６１４ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節

他の自治体においても、前年度決算に基づき精算を行い、必要に応じて充当
を行っている。

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　介護保険課

3 1 2 説明 介護保険特別会計繰出金

-
 
2
1
 
-



款 項 目 09 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　県内の他自治体においても、同様の事業を実施する予定である。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　こども政策課

3 2 1 説明 子ども・子育て支援対策推進費

事業名 保育所等感染症対策改修整備等事業
なし

事業費総額 ３６,２２４ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子育て環境

基
本
方
針

就学前児童の保育の充実
コード 232

根拠法令等
保育対策総合支援事業費補助金交付要綱（国）、保育対策総合支
援事業費補助金（保育環境改善等事業）交付要綱（県）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

本事業は、保育園等において実施する新型コロナウイルス感染症等の感染症
対策のために必要な施設の改修や設備の整備等に係る費用を補助するものであ
る。
（県補助：補助率2/3）

【実施概要】
　・対　象　施　設：保育園、認定こども園、地域型保育事業
　・補 助 上 限 額：1施設当たり1,029,000円
　・改修予定施設数：約50施設

計

科 目 名 称 予算額(千円)

17 県支出金
保育対策総合支援事業費補
助金

24,149

24,149

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 75
保育所等感染症対策改修整備等事業
費補助金

36,224

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

36,224

歳入
歳出

-
 
2
2
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

　

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

子どもの育成支援の充実
コード

子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金として、子育て世帯に対する臨時特
別給付金の事務費及び事業費が交付されたが、令和3年度分の精算を行ったとこ
ろ、概算交付済額が所要額を上回っていたため、国庫に返還するものである。

【返還額積算内訳】
　子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金　　4,617,845,000円
　所要額　　　　　 　　　　　　　　　-）  4,396,052,874円
　返還金        　 　　　　　　　　　　　　 221,792,126円

他の自治体においても、前年度決算に基づき精算を行い、必要に応じて返還
を行っている。

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　こども支援課

3 2 児童手当費

事業名 過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金返還金

事業費総額 ２２１,７９３ 千円

1 説明

211

根拠法令等 令和4年度子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金交付要綱（国）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども支援

基
本
方
針

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 64
過年度分子育て世帯等臨時特別支援
事業費補助金返還金

221,793

計 221,793
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入
歳出

-
 
2
3
 
-



款 項 目 10 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 357
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

178

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 55 福祉総合システム改修委託料 357

本事業は、令和5年4月稼働予定の厚生労働省が構築を進める障害福祉データ
ベースに対応するため、福祉総合システムを改修するものである。

障害福祉データベースは、匿名化された障害者の障害の状態と障害福祉サー
ビスの利用状況をデータ収集し分析することにより、今後の制度改正や事業者
に支払う報酬の改定などに反映させるものである。
（国補助：補助率1/2）
　
【改修概要】
　・障害福祉データベースに対応したインターフェースの変更

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
障害者総合支援事業費補助
金

178

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、
児童福祉法

事業名
福祉総合システム（障害福祉システム）改修事業（こども未来部所管
分）

なし

事業費総額 ３５７ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

　他の自治体においても、同様の改修を実施する予定である。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　こども福祉課

3 2 1 説明 障害児福祉費

-
 
2
4
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入 15,800
歳出 23,701

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

科 目 名 称 予算額(千円)
根拠法令等

児童福祉法、所沢市立児童クラブ条例、所沢市放課後児童健全育
成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

節 子育て環境

基
本
方
針

放課後児童クラブの充実
コード 233

放課後児童健全育成費

事業名 放課後児童健全育成事業（民設民営児童クラブ）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

県内においては、さいたま市、飯能市、狭山市等で民設民営児童クラブによ
る放課後児童健全育成事業を導入している。

児童クラブの狭隘化や大規模化等を解消するため、早急に対応が必要な小学
校区に対しては、放課後児童健全育成事業の一環として、平成27年度から民設
民営児童クラブを設置しており、令和3年度からは10クラブでの運営となってい
る。

本事業は、令和5年度から支援単位及び定員を増やす予定のクラブがあるた
め、その経費について債務負担行為の限度額を変更するものである。
　（国・県補助：補助率　国基準額の1/3、県基準額の1/3）

【委託概要】
　・対象施設：YMCAキッズクラブ（1支援単位→2支援単位、定員40人→80人）
　・委託期間：令和5年4月1日～令和6年3月31日
　・対 象 校：上新井小学校、北中小学校

【債務負担行為】
　・事　項：放課後児童健全育成事業委託料
　・期　間：令和5年度まで
　・限度額：23,701千円（変更増額分）

事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　青少年課

3 2 1 説明

-
 
2
5
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
22,088

令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

なし

県内では、さいたま市、熊谷市、新座市等において、児童クラブに指定管理
者制度を導入している。また、さいたま市においては、学校施設を利用して児
童クラブの増設を行っている。

歳入 14,725 14,725 14,725
歳出 22,088 22,088

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

予算額(千円)

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

科 目 名 称

子育て環境

基
本
方
針

放課後児童クラブの充実
コード 233

根拠法令等
児童福祉法、所沢市立児童クラブ条例、所沢市放課後児童健全育
成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

事業名 児童クラブ運営事業
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

本市では、所沢市立児童クラブの狭隘化や大規模化を解消するため、学校施
設を活用した施設整備を進めている。

児童クラブ31施設については、指定管理者制度を導入しており、令和3年度か
ら5年間の債務負担行為を設定していたが、そのうち4施設については、令和5年
度からそれぞれ支援単位を増やす予定であるため、その経費について債務負担
行為の限度額を追加するものである。

【対象施設】
　・小手指児童クラブ（1支援単位→2支援単位）
　・上新井児童クラブ（1支援単位→2支援単位）
　・北秋津児童クラブ（1支援単位→2支援単位）
　・中富小児童クラブ（1支援単位→2支援単位）
　
【債務負担行為】
　・事　項：指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立児童クラブ31施設）
　・期　間：令和5年度から令和7年度まで
　・限度額：66,264千円

事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　青少年課

3 2 1 説明 放課後児童健全育成費

-
 
2
6
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

22,044 22,044
歳出 98,851 98,851 98,851

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　県内では、さいたま市、川口市、狭山市等において児童館へ指定管理者制度
を導入している。

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入 22,044

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

児童館は、児童に健全な遊びを与え、健康の増進や情操を豊かにすることを
目的として設置された児童厚生施設である。

市内11か所の児童館は、全て指定管理者制度を導入しているが、そのうち、
まつば児童館・やなぎ児童館・ひかり児童館については、令和4年度末をもって
指定期間が満了することから、新たに令和5年度から5年間を指定期間とする指
定管理者による管理運営を行うため、債務負担行為を設定するものである。

【指定管理業務の概要】
　・対象施設：所沢市立まつば児童館・やなぎ児童館・ひかり児童館
　・内　　容：施設の維持管理及び児童館事業、放課後児童健全育成事業、
　　　　　　　地域子育て支援拠点事業の実施

【債務負担行為】
　・事　項：指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立まつば児童館・
　　　　　　やなぎ児童館・ひかり児童館）
　・期　間：令和5年度から令和9年度まで
　・限度額：494,255千円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

青少年健全育
成

基
本
方
針

青少年健全育成の支援
コード 242

根拠法令等
児童福祉法、子ども・子育て支援法、所沢市立児童館設置及び管理条
例、所沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例

事業名 指定管理者の指定事業（児童館運営事業の一環）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　青少年課

3 2 4 説明 児童館運営費

-
 
2
7
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 健康推進部　保健医療課

4 1 1 説明 保健医療対策費

事業名 新型コロナウイルス感染症における自宅療養者支援事業
なし

事業費総額 ８６,０６７ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

40,000

地域医療

基
本
方
針

地域医療の充実
コード 332

根拠法令等
新型コロナウイルス感染症の自宅療養者に係る連携事業に関する
覚書（県）

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

40,000

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 01 通信運搬費 85,176

13 31 医療用機器等借料 891

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 86,067
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

本事業は、令和3年10月に埼玉県と締結した「新型コロナウイルス感染症の自
宅療養者に係る連携事業に関する覚書」に基づき、自宅療養者に対し、健康観
察のために県が用意したパルスオキシメータを市が配送し、重症化の防止を図
るものである。また、市独自の支援として、自宅療養者の容態が急変した際の
応急対応のため、酸素濃縮器を確保するものである。

これまで令和4年第2回定例会で補正した予算により対応してきたが、この度
の急激な感染拡大により、予算に不足が見込まれることから、不足分について
増額するものである。
（国補助：補助率　定額）

【実施概要】
　・パルスオキシメータの郵送
　　900通×182日（令和4年10月～令和5年3月）
　・酸素濃縮器の貸与
　　5台×6か月（令和4年10月～令和5年3月）
　

県と締結した「新型コロナウイルス感染症の自宅療養者に係る連携事業に関
する覚書」に基づき、他の自治体においても同様の事業を行っている（令和3年
10月27日締結、54市町村）。

歳入
歳出

-
 
2
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　他自治体においても、必要に応じてシステムの改修を実施している。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

母子保健事業について、3歳児フッ化物塗布事業、視力屈折検査及び産後ケア
事業（デイサービス型）を令和4年度から開始し、毎月の実施報告、結果表、申
請状況などを管理している。これらの情報をデータ化することにより、受診者
単位で母子保健に関する情報を一元管理することができ、相談・指導など母子
保健事業の向上につながるため、システムの改修を行うものである。

【改修概要】
　・結果入力画面の新規作成
　・既存の健診情報との連携
　
　○年間処理予定件数
　　・3歳児フッ化物塗布事業：1,500件、視力屈折検査：2,300件、産後ケア事
　　　業（デイサービス型）：125件

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節
コード 744

根拠法令等
母子保健法、行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 健康推進部　健康づくり支援課

4 1 4 説明 健康指導費

事業名 市民健康管理支援システム改修事業（母子保健事業対応）

事業費総額 ２,４４３ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくり

なし

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

計
節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 56
市民健康管理支援システム改修委託
料

2,443

令和7年度(千円)
歳入
歳出

計 2,443
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

-
 
2
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　他の自治体においても、必要に応じて海外先進都市視察を実施している。 ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

本事業は、脱炭素社会の形成やまちづくりに対する市民参加の仕組みづく
り、また、人と環境にやさしい「スーパーブロック」の形成など、世界中から
注目される総合的な取組をしているスペイン王国のバルセロナ市への視察等を
通じて、持続可能なマチづくりに資する政策及び施策の推進を図るものであ
る。

視察をより効果的なものとすることを目的として、バルセロナ市が開催する
スマートシティEXPOを視察し、先進都市の取組について広く見聞を深めるとと
もに、スーパーブロックの視察やバルセロナ市関係者との意見交換を実施する
有識者団体主催のスタディツアーに参加するために必要となる経費について増
額するものである。

なお、本補正に伴い、7節02細節 謝礼561千円が不要となったことから、減額
するものである。

【実施概要】
　・視察期間：令和4年11月13日～11月19日　4泊7日（予定）
　・職 員 数：6人（経営企画課1人、マチごとエコタウン推進課2人、
　　　　　　　都市計画課2人、道路建設課1人）
　・スマートシティEXPO開催期間：令和4年11月15日～11月17日
　・スタディツアー参加費　    ：250,000円×消費税×6人＝1,650,000円

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　マチごとエコタウン推進課

4 1 3 説明 環境総務費

事業名 持続可能なマチづくり調査研究事業
なし

事業費総額 １,０８９ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

行政経営の考え方に立った
改革の推進コード 742

根拠法令等 ―

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 02 謝礼 △561 

18 01 諸会議負担金 1,650

1,089
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

計

歳入
歳出

-
 
3
0
 
-



款 項 目 03

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

本事業は、第2次所沢市定員管理計画を踏まえ策定された清掃等現業業務委託
拡大計画に基づき、令和5年度からプラットホームにおける受入業務を、令和7
年度から計量受付業務を委託化するものである。

なお、本業務の委託については、既に締結済の長期包括運営業務委託契約に
当該業務を追加して実施するものである。

【追加業務の概要】
　・契約締結：令和4年10月（見込み）
　・委託期間：令和5年4月から令和18年3月まで（13年間）
　・業務内容：①プラットホーム受入業務(有資格者(フォークリフト、ショベ
　　　　　　　　ルローダー等)によるごみの受入れ、仕分け、粗大ごみ破砕、
　　　　　　　　重機による搬出物の移動・積込み等)(令和5年度～)
　　　　　　　②計量受付業務(受付、計量、手数料の徴収等）(令和7年度～)

【債務負担行為】
　・事　項：東部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
　・期　間：令和5年度から令和17年度まで
　・限度額：2,007,787千円
　
【東部クリーンセンター長期包括運営業務委託（既存事業）の概要】
　・委託期間：平成30年4月から令和18年3月まで（18年間）
　・限 度 額：固定費24,840,000千円及び変動費（ごみ処理量に応じた処理
　　 　　　　 費）を合計した額に消費税及び地方消費税を加えた額
　・受 注 者：ＪＦＥエンジニアリング株式会社

なし

歳入
歳出 124,603 124,603 159,871

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計

　・業務内容：焼却施設及びリサイクルプラザの運転管理、用役
　　　　　　　調達、維持補修等の施設運営業務

さいたま市、愛媛県松山市及び福岡県北九州市において、家庭
ごみ等受入業務委託と同様の委託を行っている。

計

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進
コード 433

根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業名
東部クリーンセンター長期包括運営業務委託に係る家庭ごみ等受入業
務追加事業

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 循環型社会

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 環境クリーン部　東部クリーンセンター

4 2 2 説明 東部クリーンセンター費

-
 
3
1
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　東京都清瀬市（経済変動対策農業者支援事業）及び徳島県美馬市（がんばる
農家応援事業）において、同様の事業を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 産業経済部　農業振興課

6 1 3 説明 農業振興対策費

事業名
物価高騰に負けるな 所沢市農業者支援事業（所沢元気回復プロジェ
クト）

なし

事業費総額 １７７,７４３ 千円

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節
産業競争力・
成長力

基
本
方
針

農業の生産基盤・経営基盤
の強化コード 523

根拠法令等 (仮称)所沢市農業者支援事業費補助金交付要綱

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

130,000

コロナ禍における肥料、飼料のほか農産物の生産に必要な燃料費の価格高騰
により大きな影響を受けている農業生産者等に対し、経営負担の軽減を図るた
め、経費の負担増の一部を補助するものである。
（国補助：補助率　定額）

【実施概要】
　・補助対象：農業収入額が50万円以上で次期作に前向きに取り組む農業生産
　　　　　　　者及び農業法人
　・補 助 額：1経営体当たり対象経費（肥料、飼料及び動力光熱費）の1/5
　　　　　　　（上限20万円）
　・見 込 数：1,344経営体

計 130,000

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 01 通信運搬費 113

18 83 農業者支援事業補助金 177,630

計 177,743
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入
歳出

-
 
3
2
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

計 9,375
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

県内では、本庄市、狭山市及び小鹿野町において、国の制度創設に合わせて
同様の事業を実施する予定である。

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入

9,375

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 93 経営開始資金補助金 9,375

本事業は、経営が不安定な就農初期の経営安定化を図るため、これまでの経
営開始資金に加えて、国において令和4年度新規就農者を対象に、機械や施設整
備を行う経営発展支援事業を新たに創設したことから、施設整備等を行う新規
就農者に対して、その費用の一部を補助するものである。
（県補助：補助率10/10）
　
【実施概要】
　・対 象 者：令和4年度新規就農者2経営体3人(うち1経営体は夫婦で就農）
　・補助対象：①経営発展支援事業1経営体(トラクター、パイプハウス1棟)
　　　　　　　　補助金額：3,750,000円
　　　　　　　②経営発展支援事業(夫婦型)1経営体(パイプハウス3棟)
　　　　 　　　 補助金額：5,625,000円（夫婦型は補助金額が1.5倍）

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

17 県支出金
新規就農総合支援事業費補
助金

9,375

基
本
方
針

農業の生産基盤・経営基盤
の強化コード 523

根拠法令等
新規就農者育成総合対策実施要綱(国)、農業人材力強化総合支援事業実施要綱(農業次世
代人材投資事業)(国)、新規就農総合支援事業実施要領(県)、(仮称)所沢市新規就農総合
支援事業実施要綱

事業名 経営開始資金事業

事業費総額 ９,３７５ 千円

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節
産業競争力・
成長力

事  業  概  要  調  書

一般会計 産業経済部　農業振興課

6 1 3 説明 農業振興対策費

-
 
3
3
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし　県内では、飯能市、入間市、坂戸市等においてコミュニティバスの改編及び

新たな交通手段（乗合ワゴンの運行）を導入している。

歳入
歳出 17,795

本市における市内各地域の交通弱者等に対する円滑な交通手段の確保及び利
便性を向上させるための対策について、地域住民との意見交換会や所沢市地域
公共交通協議会等により、地域公共交通の方向性や具体的な施策の検討を重ね
ている。

本事業は、富岡地区において、新たな交通手段（乗合ワゴンの運行）の実証
運行を開始することから、運行補償料として、運行経費から運賃収入を差し引
いた額を債務負担行為として設定するものである。

なお、令和5年4月からの運行開始に向け、事業認可を得る必要があることか
ら、令和4年11月を目途に運行事業者を選定する予定である。

【事業の概要】
　・運行形態：往復型・定時定路線型
　・運行地区：富岡地区（新所沢駅始点）
　・運行便数：8便・4便/日（年末年始を除く毎日）
　・路　　線：2路線（運行台数1台＋予備車1台）
　・定　　員：車椅子1人＋7人
　・事 業 者：タクシー事業者等
【債務負担行為】
　・事　　項：乗合ワゴン（ところワゴン）実証運行事業（富岡地区）に対す
　　　　　　　る損失補償
　・期　　間：令和5年度まで
　・限 度 額：17,795千円

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

　公募市民を含む外部委員等により構成される所沢市地域公共交
通協議会により、本市の地域公共交通施策について意見を聴取す
るほか、交通不便地域における地域住民との意見交換会を開催す
る。

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

総合計画の体系

予算額(千円)

交通政策

基
本
方
針

交通政策の推進と公共交通
の充実

4 1

コード 641

根拠法令等
交通政策基本法、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、
道路運送法、所沢市地域公共交通協議会条例

事業名 地域循環乗合ワゴン（ところワゴン）実証運行事業

事業費総額 －　　

説明 交通政策費

章
自然と調和す
る住みよいま
ち

節

事　業　概　要　調　書

一般会計 街づくり計画部　都市計画課

8

-
 
3
4
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

他自治体においても、国庫補助金の交付額により、必要に応じて事業計画の
見直しを行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 2,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 47 立地適正化計画策定支援業務委託料 2,000

本事業は、国庫補助金である集約都市形成支援事業費補助金を活用するが、
当初の歳入見込み2,700千円に対し、脱炭素・ＳＤＧｓ等への取組により重点配
分され、5,700千円が交付されることとなった。

このことから、令和5年度の取組の一部を令和4年度に前倒しすることによ
り、事業の効率化を図ることができるため、立地適正化計画策定支援業務委託
料を変更するものである。
（国補助：補助率1/2）

　　【歳入（国庫補助金）】　　　　　　【歳出】
　補正後予算額　　　 5,700千円　　　　　　13,178千円
　当初予算額　　－） 2,700千円　　　 －） 11,178千円
　補正額　　　　　　 3,000千円　　　　　　 2,000千円

【変更内容】
　・令和5年度に予定している「誘導区域の検討」について、令和4年度の「区
    域設定方針の検討」と併せて実施する。

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
集約都市形成支援事業費補
助金

3,000

3,000

行政経営

基
本
方
針

将来都市像の実現に向けた
計画行政の推進コード 741

根拠法令等
都市再生特別措置法、都市計画法、所沢市都市計画審議会条例、
所沢市都市計画マスタープラン

事業名 立地適正化計画策定事業
・市民説明会及びパブリックコメントの実施（令和5年度）

事業費総額 ２,０００ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　都市計画課

8 4 1 説明 都市計画事務費

-
 
3
5
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

県内では、さいたま市、川越市、春日部市、上尾市、草加市、越谷市、蕨
市、久喜市、戸田市、八潮市、鴻巣市、伊奈町、寄居町及び杉戸町において、
同様の事業を行っている。

歳入

計 300
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 57 中学校夜間学級教育費負担金 300

本事業は、学齢期を超えている者で、何らかの事情により学び直しを希望す
る者、入学希望既卒者、形式卒業者、外国籍の者等のうち、特に学ぶ意欲があ
る中学校卒業を希望する市民が、川口市が設置している中学校夜間学級に入級
したため、教育費を負担するものである。

【実施概要】
　・対象者：2人
　・負担額：1人当たり15万円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

学校教育

基
本
方
針

確かな学力と自立する力の
育成

なし

コード 251

根拠法令等
義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等
に関する法律

事業名 中学校夜間学級教育費負担事業

事業費総額 ３００ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　学校教育課

10 1 4 説明 教育指導費

-
 
3
6
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　保健給食課

10 6 3 説明 学校給食施設費

12,900

事業名

節

清進小学校の給食室に設置している食器消毒保管庫は、平成6年に設置された
ものであり、令和4年5月に温度調整を行う基板が故障し、保管庫内の温度が上
昇せず、食缶を熱風消毒することができなくなったため、応急対応を行った。

本事業は、安心・安全な学校給食を安定的に提供するため、早急に食器消毒
保管庫の更新を行うものである。

　他の自治体においても、必要に応じて調理場機器の更新を行っている。

コード 254

根拠法令等

学校教育

基
本
方
針

健やかな体の育成

なし

予算額(千円)

清進小学校給食室食器消毒保管庫更新事業

事業費総額 １７,２４８ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

―
23 市債 学校給食施設整備事業債

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳入
歳出

12,900

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 01 施設改修工事 17,248

計 17,248
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

-
 
3
7
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・内容・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他自治体においても、必要に応じて設備の整備を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　教育センター

10 1 5 説明 教育センター費

事業名 教育ネットワークシステム更新に伴う電源設備整備事業
なし

事業費総額 １２,３７５ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 学校教育

基
本
方
針

学習環境の整備
コード 256

根拠法令等 ―

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、平成28年度に構築した教育ネットワークシステムを更新するに当
たり、現行の本庁舎7階コンピュータ機械室の電源設備では対応できないため、
整備を行うものである。

【整備概要】
　・電源ケーブル配線作業（7階コンピュータ機械室から地下の電気室まで）
　・地下の受変電設備との接続作業
　・分電盤の整備

＜実施スケジュール＞
　・令和4年10月：入札、契約
　・令和4年11月：整備

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 06 修繕料（施設） 12,375

計 12,375
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入
歳出

-
 
3
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし　

入間市では、令和3年4月に運用開始（市民課、障害者支援課、国保医療課、
介護保険課等）しており、東京都豊島区及び福岡県福岡市においても同様の事
業を行っている。

コロナ禍においては、感染対策としてマスクの着用や窓口における身体的距
離の確保などで、高齢者や障害者には日常的に会話が聞き取りづらい環境下に
ある。

本事業は、窓口手続など、市民との円滑なコミュニケーションを支援するた
め、音声をクリアにする指向性の高い対話支援システムを導入し、市民サービ
スの向上につなげるものである。
　
【実施概要】
　○卓上型対話支援システムの導入（1セット：マイク、可動式スピーカーで、
　　対話には2セット必要）
　　・Aタイプ：8セット（183,750円× 8セット×消費税）

歳入
歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 1,617
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

17 01 庁用備品費 1,617

細節

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

5 繰入金 事務費繰入金 1,617

1,617

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 ―

計

歳
　
入

事業名 対話支援システム導入事業
なし

事業費総額 １,６１７ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

1 1 1 説明 総務事務費

-
 
3
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

傷病手当金は、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大する中、労働者が感
染した場合（発熱等の症状があり感染が疑われる場合を含む。）に休みやすい
環境を整備することで、更なる感染拡大を防止するために支給しているもので
ある。

新型コロナウイルス感染症については、感染力の強い変異ウイルスにより、
感染者数が大幅に増加しており、いまだ収束の見通しが立たず、今後傷病手当
金の不足が見込まれることから、増額するものである。
（県補助：補助率10/10）※国による財政支援
　
【積算根拠】
　○1日当たりの収入額 ×2/3×支給日数×1か月当たりの人数×月数
 
　 ・当初
　　 10,416円 × 2/3 × 12日 ×  2人 × 12か月 ＝ 1,999,872円
 　・年度末見込
     10,000円 × 2/3 ×  6日 × 15人 × 12か月 ＝ 7,199,999円

　　　　年度末見込額　　　　　　　7,200,000円
　　　　当初予算額　　　　－）　　2,000,000円
　　　　補正額　　　　　　　　　  5,200,000円

　県内の他の自治体においても、同様の事業を実施している。

説明 傷病手当金

章
健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節
コード 341

根拠法令等

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

2 6 1

事業名 傷病手当金支給事業

事業費総額 ５,２００ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

3 県支出金
保険給付費等交付金（特別
交付金）

5,200

医療保険・医
療情報

基
本
方
針

保険給付の適正化

なし

所沢市国民健康保険条例

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

細 　節 　名 　称
5,200計

予算額(千円)

18 41 傷病手当金 5,200

計 5,200
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

歳入
歳出

-
 
4
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

県内の他の自治体においても、財政状況等に応じた処理を行っている。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

計 546,962

歳出
歳入

546,962

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

24 31

歳
　
入

国民健康保険財政調整基金積立

国民健康保険事業の健全な運営に資するため、所沢市国民健康保険財政調整
基金を設けているが、この度、令和3年度決算の確定に伴い、収支差額を国民健
康保険財政調整基金に積み立てるものである。

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

科 目 名 称 予算額(千円)

計

医療保険・医
療情報

基
本
方
針

保険給付の適正化
コード 341

根拠法令等 所沢市国民健康保険財政調整基金条例
款 款 名 称

事業名 国民健康保険財政調整基金積立金
なし

事業費総額 ５４６,９６２ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

令和3年度繰越金             546,962,053円
当初予算額            －）　　　　1,000円
　　　　　　　　　　　      546,961,053円

補正額　　　　　　          546,962,000円

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

6 1 1 説明 国民健康保険財政調整基金積立金

-
 
4
1
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

介護会計 福祉部　介護保険課

1 1 1 説明 総務事務費

事業名 対話支援システム導入事業
なし

事業費総額 ４０５ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 ―

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

7 繰入金 事務費繰入金 405

コロナ禍においては、感染対策としてマスクの着用や窓口における身体的距
離の確保などで、高齢者や障害者には日常的に会話が聞き取りづらい環境下に
ある。

本事業は、窓口手続など、市民との円滑なコミュニケーションを支援するた
め、音声をクリアにする指向性の高い対話支援システムを導入し、市民サービ
スの向上につなげるものである。
　
【実施概要】
　○卓上型対話支援システムの導入（1セット：マイク、可動式スピーカーで、
　　対話には2セット必要）
　　・Aタイプ：2セット（183,750円× 2セット×消費税）

計 405

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

17 01 庁用備品費 405

計 405
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

入間市では、令和3年4月に運用開始（市民課、障害者支援課、国保医療課、
介護保険課等）しており、東京都豊島区及び福岡県福岡市においても同様の事
業を行っている。

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入
歳出

-
 
4
2
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出
歳入

計 5,610
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

5,610

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 59 介護保険システム保守委託料 5,610

現行システムについて、セキュリティ強化のための改修を行い令和4年12月1
日から3年間再リースする賃貸借契約を締結したことから、今後の保守業務範囲
が確定したため、定例的な運用保守を委託するものである。

【実施概要】
　・契約期間：令和4年12月1日から令和5年3月31日まで
　・委託内容：月次運用に係る保守業務

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

7 繰入金 事務費繰入金 5,610

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 介護保険法

事業名 介護保険システム保守委託事業（介護保険システム改修事業の一環）
なし

事業費総額 ５,６１０ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

他の自治体においても、システムの運用に当たり必要に応じて修正委託や保
守委託を行っている。

事  業  概  要  調  書

介護会計 福祉部　介護保険課

1 1 1 説明 総務事務費

-
 
4
3
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

　

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

介護会計 福祉部　介護保険課

4 1 1 説明 保険給付費準備基金積立金

事業名 保険給付費準備基金積立金
なし

事業費総額 ７４３,４２８ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 高齢者福祉

基
本
方
針

介護保険制度の安定的な運
営コード 144

根拠法令等 介護保険法、所沢市介護保険保険給付費準備基金条例

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

所沢市介護保険保険給付費準備基金は、保険給付費の財源調整のために設置
されているものである。

令和3年度決算により確定した介護保険特別会計繰越金及び過年度分補助金等
追加交付額から、国・県・社会保険診療報酬支払基金への補助金等返還金及び
一般会計への繰出金を差し引いた金額について、剰余金として保険給付費準備
基金へ積立てを行う。

【積立金積算内訳】
　令和3年度介護保険特別会計繰越金　　　　 　　 1,537,915,469円
　過年度分補助金等追加交付額　　　　　　　　　　 　  613,300円
　補助金等返還金　　　　　　　　　　  　　－）　 568,937,236円
　一般会計繰出金　　　　　　　　　　  　　－）　 226,163,763円
　剰　余　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　 743,427,770円

　保険給付費準備基金積立金（千円未満切上げ）　　 743,428,000円

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

24 31 保険給付費準備基金積立 743,428

計 743,428
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　他の自治体においても、保険給付費準備基金を設置し、適切な介護保険財政
運営のために活用している。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
4
4
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし　他の自治体においても、前年度決算に基づき精算を行い、必要に応じて返還

を行っている。

歳入
歳出

計 568,941
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

22 70
過年度分地域支援事業県交付金（総
合事業分）返還金

20,946

22 71
過年度分地域支援事業県交付金（包
括支援・任意事業分）返還金

1,715

68
過年度分地域支援事業支援支払基金
交付金返還金

10,999

22 69 過年度分介護給付費県負担金返還金 199,365

3,430

22 66 過年度分災害臨時特例補助金返還金 4

22 67
過年度分介護給付費支払基金交付金
返還金

66,395

予算額(千円)

22 62
過年度分介護給付費国庫負担金返還
金

232,574

介護保険財政の公費負担分である国・県からの補助金・負担金・交付金、第2
号被保険者負担相当分である社会保険診療報酬支払基金からの交付金につい
て、令和3年度決算に基づき精算を行い、所要額を超過した金額を返還するもの
である。

【返還額内訳】
　・介護給付費
　　　国庫負担金　　　　　　　　　　　　　　　232,573,181円
　　　県負担金                                199,364,715円
　　　支払基金交付金                           66,394,201円
　・地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業分）
　　　国庫交付金                               33,512,917円
　　　県交付金                                 20,945,574円
　・地域支援事業（包括的支援・任意事業分）
　　　国庫交付金                         　　 　3,429,580円
　　　県交付金                                  1,714,790円
　・地域支援事業支援
　　　支払基金交付金　　　　　　　　 　　　　　10,998,278円
　・災害臨時特例補助金
　　　国庫補助金        　　　 　　　　　　　　　　 4,000円
　合　　計　　　　　　　　　　　　 　　　　　 568,937,236円

　補助金等返還金（細節ごと千円未満切上げ）　  568,941,000円

22 64
過年度分地域支援事業国庫交付金
（総合事業分）返還金

33,513

根拠法令等 介護保険法

歳
　
　
　
出

節 細節 細節名称

22 65
過年度分地域支援事業国庫交付金
（包括支援・任意事業分）返還金

22

高齢者福祉

基
本
方
針

介護保険制度の安定的な運
営コード 144 計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

事業名 補助金等返還金

事業費総額 ５６８,９４１ 千円

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節

事  業  概  要  調  書

介護会計 福祉部　介護保険課

5 1 2 説明 補助金等返還金

-
 
4
5
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

他の自治体においても、前年度決算に基づき一般会計からの繰入金の精算を
行い、必要に応じて一般会計へ繰出しを行っている。

事  業  概  要  調  書

介護会計 福祉部　介護保険課

5 2 1 説明 一般会計繰出金

事業名 一般会計繰出金
なし

事業費総額 ２２６,１６４ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 高齢者福祉

基
本
方
針

介護保険制度の安定的な運
営コード 144

根拠法令等 介護保険法

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

介護保険財政の公費負担分のうち市の法定負担分である一般会計からの繰入
金について、令和3年度決算に基づき精算を行い、所要額を超過した金額を一般
会計への繰出しにより返還するものである。

【繰出金積算内訳】
　介護給付費分　　　　　　　　　　　　　 　 　    　166,129,960円
　地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業分） 　20,898,574円
　地域支援事業（包括的支援・任意事業分）　　　　　  　1,713,828円
　事務費分　　　　　　　　　　　　　　　　 　　    　37,421,401円
　低所得者保険料軽減分　　　　　　　　　 　　　　　  　 　　　0円
　合　　計　　　　　　　　　　　　　　 　　　   　　226,163,763円

　一般会計へ繰出（千円未満切上げ）　 　　　　   　　226,164,000円

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

27 31 一般会計へ繰出 226,164

226,164
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳出
歳入

計

-
 
4
6
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし　

歳入
歳出

計 1,213
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

1,213

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

17 01 庁用備品費 1,213

科 目 名 称 予算額(千円)

3 繰入金 事務費繰入金 1,213
根拠法令等 ―

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

総務事務費

事業名 対話支援システム導入事業
なし　

事業費総額 １,２１３ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

入間市では、令和3年4月に運用開始（市民課、障害者支援課、国保医療課、
介護保険課等）しており、東京都豊島区及び福岡県福岡市においても同様の事
業を行っている。

コロナ禍においては、感染対策としてマスクの着用や窓口における身体的距
離の確保などで、高齢者や障害者には日常的に会話が聞き取りづらい環境下に
ある。

本事業は、窓口手続など、市民との円滑なコミュニケーションを支援するた
め、音声をクリアにする指向性の高い対話支援システムを導入し、市民サービ
スの向上につなげるものである。

【実施概要】
　○卓上型対話支援システムの導入（1セット：マイク、可動式スピーカーで、
　　対話には2セット必要）
　　・Aタイプ：6セット（183,750円× 6セット×消費税）

新　規　事　業　概　要　調　書

後期高齢会計 健康推進部　国民健康保険課

1 1 1 説明

-
 
4
7
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　県内の他の自治体においても、同様の処理をしている。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

説明 後期高齢者医療広域連合納付金

章
健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

事　業　概　要　調　書

後期高齢会計 健康推進部　国民健康保険課

2 1 1

コード 345

根拠法令等 埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例

事業名 保険料納付金

事業費総額 ７,２０７ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

医療保険・医
療情報

基
本
方
針

後期高齢者医療制度の充実

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 43 保険料納付金 7,207

計 7,207
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　令和3年度の出納整理期間中に市が収納した後期高齢者医療の保険料は、令和
4年度保険料納付金として埼玉県後期高齢者医療広域連合へ納付する。
　このため、当該保険料収納分を令和4年度保険料納付金として増額するもので
ある。

・令和3年度出納整理期間中の収納額　7,206,850円

なし

歳出
歳入

-
 
4
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

他の自治体においても、前年度決算に基づき一般会計からの繰入金の精算を
行い、必要に応じて一般会計へ繰出しを行っている。

令和3年度歳入決算額                                  4,782,491,752円
令和3年度歳出決算額　　　　　　　　　　　　　  －)   4,763,084,278円
前年度繰越金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 19,407,474円

前年度繰越金                    　　　　　　　　　　    19,407,474円
保険料納付金（令和3年度出納整理期間中収納分）  －)    　 7,206,850円
一般会計繰出金 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   12,200,624円

補正額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        12,201,000円

歳出

計

なし

令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円)

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

31 一般会計へ繰出 12,201

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

27

12,201

令和3年度決算の確定に伴い、後期高齢者医療特別会計の収支残額について、
一般会計へ繰り出すものである。

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

医療保険・医
療情報

基
本
方
針

後期高齢者医療制度の充実
コード 345

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律

事業名 一般会計繰出金
なし

事業費総額 １２,２０１ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

事　業　概　要　調　書

後期高齢会計 健康推進部　国民健康保険課

3 2 1 説明 一般会計繰出金

-
 
4
9
 
-



（単位：千円）

会計区分 款 説明名称 担当課 補正額 備考

一般会計 総務費 財産維持管理費 管財課 16,916

　　〃 　〃 狭山ケ丘コミュニティセンター費 地域づくり推進課 1,179

　　〃 　〃 新所沢コミュニティセンター費 　　〃 704

　　〃 　〃 所沢まちづくりセンター運営費 所沢まちづくりセンター 5,439

　　〃 　〃 自転車対策費 防犯交通安全課 38

　　〃 民生費 こどもと福祉の未来館維持管理費 地域福祉センター 2,504

　　〃 　〃 児童発達支援センター費 こども福祉課 297

　　〃 　〃 児童館施設費 青少年課 2,007

　　〃 　〃 保育園施設費 保育幼稚園課 9,233

　　〃 衛生費 保健センター施設管理費 健康管理課 9,729

　　〃 　〃 公害対策費 環境対策課 60

　　〃 　〃 みどり推進費 みどり自然課 23

　　〃 　〃 塵芥処理事務費 資源循環推進課 7

　　〃 　〃 し尿処理費 　　〃 1,901

　　〃 　〃 収集管理事業費 収集管理事務所 2,731

　　〃 商工費 商業振興費 商業観光課 986

　　〃 土木費 交通政策費 都市計画課 37

光熱水費(電気料)増額補正一覧
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会計区分 款 説明名称 担当課 補正額 備考

一般会計 土木費 道路橋りょう管理費 建設総務課 18,125

　　〃 　〃 道路維持修繕費 道路維持課 76

　　〃 　〃 橋りょう維持費 　　〃 195

　　〃 　〃 公園費 公園課 1,893

　　〃 消防費 災害対策費 危機管理室 161

　　〃 教育費 小学校運営費 教育総務課 38,553

　　〃 　〃 中学校運営費 　　〃 12,793

　　〃 　〃 幼稚園運営費 　　〃 131

　　〃 　〃 公民館運営費 社会教育課 16,800

　　〃 　〃 体育施設運営費 スポーツ振興課 5,218

　　〃 　〃 文化財保護費 文化財保護課 116

　　〃 　〃 埋蔵文化財調査センター費 　　〃 647

　　〃 　〃 生涯学習推進センター費 生涯学習推進センター 1,027

　　〃 　〃 図書館運営費 所沢図書館 7,706

　　〃 　〃 学校給食施設費 保健給食課 5,499

　　〃 　〃 教育センター費 教育センター 1,313

164,044合計
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会計区分 款 説明名称 担当課 補正額 備考

狭山ケ丘土地区
画整理特別会計

狭山ケ丘土地区
画整理事業費

事務費 狭山ケ丘区画整理事務所 95

水道事業会計 水道事業費 営業費用 経営課 44,657

病院事業会計 病院事業費 医業費用 市民医療センター 5,979

50,731合計
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（単位：千円）

市民課ほか 対話支援システム導入事業 戸籍住民基本台帳事務費ほか 12,952 11,030

市民課 住民異動受付支援システム構築事業 戸籍住民基本台帳事務費 69,665 60,000

介護保険課 繰出金（対話支援システム導入事業） 介護保険特別会計繰出金 405 350

保健医療課 新型コロナウイルス感染症における自宅療養者支援事業 保健医療対策費 86,067 40,000

国民健康保険課 繰出金（対話支援システム導入事業） 後期高齢者医療特別会計繰出金 1,213 1,030

　　〃 繰出金（対話支援システム導入事業） 国民健康保険特別会計繰出金 1,617 1,370

農業振興課 物価高騰に負けるな 所沢市農業者支援事業（所沢元気回復プロジェクト） 農業振興対策費 177,743 130,000

合計 349,662 243,780

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業一覧

担当課 事業名等 説明名称 予算額
地方創生臨時

交付金
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